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佐賀大学―1頁 

２．大学の将来構想 

 

佐賀大学は平成15年10月に旧佐賀大学と旧佐賀医

科大学が統合し、新生佐賀大学となり、これまで総合

大学としての充実を図ってきた。即ち、組織体制の整

備に加えて、佐賀大学の理念・方針の明確化と共有を

図るために、学長のリ－ダシップの下に「佐賀大学憲

章」を宣言し、教育、研究、地域貢献、国際貢献を医

文理融合型の組織により、広範囲に、着実に推進して

きた。特に、佐賀大学は中期目標に五つの目標を掲げ

ている。 

第一の目標は、「学生中心の大学」である。２０

世紀は科学技術が社会を引っ張ってきた。その結果、

ともすれば私たちは科学技術に偏重したバランスの崩

れた社会に住んでいるかもしれない。科学技術優先の

社会を正し、変革するとき必ず教育改革から始まるの

が常道である。今は教育が社会を先導していく時代で

ある。佐賀大学はそれに相応しい教育を展開する。 

第二の目標は、「研究の高度化」である。佐賀大学

は高度専門職業人の育成並びに国際レベルの総合大学

としての研究基盤を整え、研究の高度化を図る。 

第三の目標は、「地域と連帯する大学」である。佐

賀大学は全佐賀県内で、さまざまな分野で事業を展開

している。地域で学んだ経験を教育プログラムに採り

入れる、あるいは医系、文系、理系が協力して新たな

教育プログラムを開発することに挑戦している。教育

活動それ自体が佐賀地域の再生活性化に繋げると考え

ている。 

第四の目標は「国際化の促進」である。現在、300

名を超える留学生が本学で学んでおり、就学後は、母

国の経済発展の一翼を担うべく知識・技術等の習得に

日夜研鑽を積んでいる。また、最近では、複数の大学

から同時に学位を授与する、いわゆるデュアルデグリ

イープログラムも検討している。 

 第五の目標は、「評価と改善」である。目標の達成

と活動の改善を行うことが必要であると考えている。  

佐賀大学は、この五つの目標を達成するために、学

生と教職員が一体となって様々な活動を行い、すべて

の学術・学芸の知恵が集積され総合的な判断力をはぐ

くむ大学を目指している。  

特に第二の目標である研究面においては「海洋エネ

ルギ－研究センタ－」「シンクロトロン光応用研究セ

ンタ－」「有明海総合研究プロジェクト」を最重点研

究として取り組んでいる。さらに、統合によって生ま

れた総合大学の特性を活かし、学部横断的な地域に密

着した研究プロジェクトも推進してきている。これら

の研究プロジェクトの推進は、佐賀大学憲章中の「研

究の推進：学術研究の水準を向上させ、佐賀地域独自

の研究を世界に発信する」を拠りどころにしている。

「海洋エネルギ－研究センタ－」は平成１８年９月、

科学技術学術審議会から正式に全国共同利用の組織と

することが適切である旨の通知を受けた。今後、地理

的な特性を生かした全国共同利用研究施設として関連

コミュニテイとの連携を一層緊密にし、全国の研究者

のニ－ズ及び国際的なニーズを十分反映させながら、

共同利用及び共同研究の実績を上げ、海洋エネルギ－

研究を発展させるとともに、研究成果を全世界に発信

していくことを目指している。また、佐賀大学には佐

賀大学憲章において宣言した「魅力ある大学：目的を

もって活き活きと学び行動する学生中心の大学づくり

を進めます」との観点から、教育の実質化、円滑化を

図り、教育課程やプログラムの目的に沿った教育を展

開していくために、全学的に教育研究体制を再構築す

ることを検討している。 

特に、本２１世紀COEの成果を核にさらに関連分野

の国際的人材育成と卓越した研究プロジェクトを発展

させ国際的拠点形成を目指す。 

 

 

３．達成状況及び今後の展望    

 

本21世紀COEプログラムは、平成14年度に佐賀大学

海洋エネルギー研究センターを拠点として発足した。     

本研究センターは、前身である理工学部附属海洋温度

差エネルギー実験施設を廃止し、21世紀の世界的なエ

ネルギー不足と環境問題に寄与するために、新しい概

念を導入した海洋温度差発電の新システムを構築し、

発電プラントの効率を飛躍的に高めるとともに、海洋

温度差発電プラントの設置に伴って得られるエネルギ

ーとエネルギー物質を有効に利用するための基礎的及
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び応用的研究を総合的に行うことを目的として全学的

な施設として設立された。 

本COEプログラム採択当初は、専任教員4名、客員教

授１名の計５名のセンター組織であったが、終了年度

である平成18年度には、専任教員10名、併任教員9名、

客員教授１名の計20名のセンター組織に拡充された全

学的な研究拠点となった。さらに本拠点形成の過程に

おいて海洋エネルギーに関する全国的研究拠点形成の

構築が評価され、平成18年度の科学技術・学術審議会

学術分科会研究環境基盤部会において当センターが全

国共同利用施設として適切であると認められた。これ

は本COEプログラムが核となって、本学中期計画に基づ

いて、国際的な中核的研究拠点を目指し拠点形成を行

うことができた成果と考える。そこで、平成19年度よ

り当センターは全国共同利用施設として正式に運用す

ることになった。なお、平成17年3月より、当センター

は、国際エネルギー機関（IEA）の海洋エネルギーに関

する代表機関となり、本COEの関連分野の国際的な研究

機関と連携に力点を置いている。 

本COEプログラムは、21世紀の世界的な緊急課題で

あるエネルギーと環境問題の解決に寄与するために、

海洋エネルギーの複合的高度利用技術とその利用に伴

う海洋環境保全技術に関する先導的利用科学技術の構

築を行うことを目的とし、さらに、これらの利用にお

ける法学的・社会学的問題に関する研究とも有機的に

連携を図りながら海洋エネルギー利用における学際的

研究を推進する拠点の形成を目指して発足した。 特に、

学内の連携体制を強化拡充しながら海洋エネルギー研

究センター長の強力なリーダーシップのもとに、国際

的に中核的研究拠点を目指し卓越した研究と若手研究

者の人材育成に重点をおいた。なお、本プログラムの

中核技術である海洋温度差発電の研究において、国際

博覧会協会より『愛・地球賞 Global-Eco 100』を受

賞したことを始めに、関連する学術分野においても数

多くの学術賞を受賞することができたことは本COEの

評価の一つである。 

研究成果としては、特にアンモニア/水媒体を用い

た新しい海洋温度差発電の実用化の可能性を示すとと

もに、海洋エネルギー利用における先導的複合利用に

関する学際的な学術研究を強化し。(1)海洋温度差発電、

(2)アンモニア/水の伝熱及び吸収現象の解明、(3)リモ

ートセンシングによる海洋環境の保全技術、(4)複合利

用における水素利用技術、海水淡水化、リチウム回収

技術、リチウム利用技術、海洋深層水利用技術、(5)

海洋エネルギー利用における社会学や人材育成などに

ついて研究を行った。重要な研究の達成事項は、海洋

温度発電の実用化の可能性を示すことにあり、本COE

プログラムにおいて初めてアンモニア/水媒体を用い

た正味出力を得ることができ、この成果は、国際会議、

学術論文、IEA等で情報発信した。海水からのリチウム

回収においては、はじめて6ヶ月の長期にわたる実海水

による連続運転に成功し、その実用化の可能性を示し

た。リチウムの吸着剤では、世界一の選択性を得るこ

とができた。   

若手研究者人材育成において、研究討論や学術発表

の機会を積極的に与えてその育成に努めた。特に、韓

国釜慶大学や水産大学校と若手研究者人材育成を目的

とした合同セミナーを定期的に開催した。その成果と

して、大学や研究機関へ優秀な人材を輩出することが

できた。 

本プロジェクトの研究教育の成果は、毎年度、自己

評価および外部評価をかねて年度末にCOE成果発表会

等において公表した。特に、平成15年度は国立科学博

物館（東京・上野）で成果を発表及び展示を行い、期

間中約３万人の来場があった。最終年度は、５年間の

成果を国際的に情報発信するとともに、外部の方の意

見を頂くために国際再生可能エネルギー会議（RE２０

０６）においてCOEの成果発表会を行ない、評価と今後

の拠点形成に関するご意見を伺った。 

今後は、本COEプログラムによって拡充された全国

共同利用施設 海洋エネルギー研究センターを核とし

て、関連分野の国際的人材育成と卓越した学際的研究

プロジェクトを発展させ国際的拠点形成を目指す。特

に、社会的に学術的に海洋の利用開発が求められるな

か、本COEの成果を核に国際的な若手人材育成と学際的

な実証研究の推進に競争的外部資金を獲得しながら進

めていく計画である。                       
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【公表用】 

２１世紀ＣＯＥプログラム 平成１４年度採択拠点事業結果報告書 

機 関 名 佐 賀 大 学 学長名 長谷川 照 拠点番号 Ｅ１６ 

１．申請分野 
Ａ<生命科学>   Ｂ<化学・材料科学>   Ｃ<情報・電気・電子>   Ｄ<人文科学>   Ｅ<学際・複合・新領域> 

２．拠点のプログラム名称 

（英訳名） 

 海洋エネルギーの先導的利用科学技術の構築 

 （Advanced Science and Technology for Utilization of Ocean Energy） 

※副題を添えている場合は、記入して下さい(和文のみ)

    研究分野及びキーワード <研究分野： 総合工学> (エネルギーシステム) (自然エネルギー) (海洋資源) (海洋環境) (工学教育)

３．専攻等名 海洋エネルギー研究センター 

４．事業推進担当者           計１３名 

ふりがな<ローマ字>

氏  名 所属部局(専攻等)・職名 
現在の専門 

学 位 

役割分担 

(事業実施期間中の拠点形成計画における分担事項)  

(拠点リーダー)  

MONDE MASANORI 

門出 政則 

IKEGAMI YASUYUKI 

池上 康之 

ARAI KOUHEI 

新井 康平 

NOGUCHI HIDEYUKI 

野口 英行 

SUMI KAZUHIRO 

角  和博 

KASHIZAWA HIDEKI 

樫澤 秀木 

ARIMA HIROFUMI 

有馬 博文 

AKIYAMA HIROKUNI  

秋山 泰有 

YOSHIZUKA KAZUHARU 

吉塚 和治 

 

(平成14年10月17日追加) 

WATARI TAKANORI 

渡  孝則 

MITSUTAKE YUHICHI 

光武 雄一 

 

(平成15年3月19日追加) 

YANAGITA TERUYOSHI 

柳田 晃良 

HAYASHI NOBUYUKI 

林  信行 

 

 

海洋ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰｾﾝﾀｰ長・教

授 

海洋ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ副ｾﾝﾀｰ

長・准教授 

工学系研究科ｼｽﾃﾑ生産科学専

攻・教授 

工学系研究科ｴﾈﾙｷﾞｰ物質科学

専攻・教授 

文化教育学部附属教育実践総

合ｾﾝﾀｰ・教授 

経済学研究科金融・経済政策専

攻・教授 

海洋ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ・准教授

 

海洋ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ・講師(研

究機関研究員) 

北九州市立大学国際環境工学

部環境科学ﾌﾟﾛｾｽ工学科(佐賀

大学工学系研究科非常勤講

師)・教授 

工学系研究科ｴﾈﾙｷﾞｰ物質科学

専攻・教授 

理工学部機械ｼｽﾃﾑ工学科・准教

授 

 

 

農学研究科応用生物科学専

攻・教授 

農学研究科応用生物科学専

攻・教授 

 

熱工学・工学博士

 

ｴﾈﾙｷﾞｰ変換工学・工

学博士 

リモートセンシン

グ・工学博士 

電気化学・工学博士

 

技術教育、情報教

育・教育学修士 

環境及び法社会

学・法学修士 

熱工学・工学博士

 

熱工学・工学博士

 

分離工学・工学博士

 

 

 

セラミックス科

学・工学博士 

熱工学・工学博士

 

 

 

食品栄養学・農学博

士 

食品工学・農学博士

 

総括、アンモニア/水の沸騰・蒸発現象の解明、

水素吸蔵 

新しい海洋温度差発電システムの最適設計法

の構築と実証研究 

リモートセンシングを用いた海洋環境の計測

及び解析手法の構築 

高性能リチウム電池の開発 

 

ネット授業を用いた効率的なエネルギー、環

境教育等工学教育の構築 

海洋深層水の利用の法学的・社会学的問題 

 

新しい海洋温度差発電用蒸発器の研究開発 

 

新しい海洋温度差発電用凝縮器の研究開発 

 

海洋深層水からのリチウム回収・分離技術の

確立 

 

 

多孔質セラミクッスを利用した水素電解膜に

関する研究 

水素吸蔵合金の熱化学反応に関する研究 

 

 

 

海洋バイオマスの生理機能物質の探索と有効

利用に関する研究 

海洋深層水の生物化学的特性の解明と水産養

殖技術の開発に関する研究 

５．交付経費（単位：千円）千円未満は切り捨てる （  ）：間接経費 

年  度(平成) １ ４ １ ５ １ ６ １ ７ １ ８ 合  計 

交付金額(千円) １７２，０００ ６４，０００ ５４，０００
４８，０００

（４，８００）

４５，３１０ 

（４，５３１） 
３８３，３１０ 
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６．拠点形成の目的 

 21世紀の世界的な緊急課題であるエネルギー

と環境問題の解決に寄与することを目的とし、

海洋エネルギーの複合的高度利用技術とその利

用に伴う海洋環境保全技術に関する先導的利用

科学技術の構築を行う。さらに、これらの利用に

おける法学的・社会学的問題に関する研究とも有

機的に連携を図りながら海洋エネルギー利用に

おける学際的研究を推進する拠点を形成する。 

 

７．研究実施計画 

  佐賀大学海洋エネルギー研究センターを中

心に、大学院工学系研究科及び大学院連合農学研

究科をはじめ経済学部、文化教育学部など他の部

局と連携を図りながら拠点形成を推進する。拠点

形成に当たっては、当センターを中心に関連部局

と連携し、短期・長期の戦略及び評価を行いなが

ら、海洋エネルギー研究センター・センター長の

強力なリーダーシップのもと機動的運営を行う。 

 他の部局との拠点形成における役割及び機能

は次のとおりである。 

<海洋エネルギー研究センター>：本部機能、海洋

エネルギーの総合的複合的研究の推進。特に、海

洋温度差発電の主な構成機器であるタービン、蒸

発器、凝縮器、吸収器での輸送移動現象の解明と

最適設計手法の確立、海洋の熱流体環境の解明、

水素関連技術の構築 

<大学院工学系研究科>：リモートセンシングによ

る海洋環境の計測及び解析手法の確立、リチウム

電池の開発、リチウムの回収・分離 

<大学院連合農学研究科>：海洋深層水利用におけ

る生命科学的及び栄養薬理学的有用性の解明 

<経済学部>：海洋深層水利用の法学的・社会学的

問題 

<文化教育学部>：海洋エネルギーに関する工学教

育、一般及び専門教育、生涯教育 

 

研究拠点形成に当たっては、総合科学技術会議

において開発スケジュールの重要性が掲げられ、

これを確実に実行するためには、センターを中心

とした研究推進が望まれている。 

 

特に下記の研究について集中的に研究を行い、

その成果及び課題の有機的な連携により、海洋エ

ネルギーに関する研究拠点を構築する。 

(1)インド国立海洋技術研究所をはじめとする、

国際的なプロジェクトの中核的なリーダーと

して研究拠点を構築し、これらの成果を国内

外に情報発信し、国内外の研究機関との連携

を強化する。 

(2)佐賀大学で発明した新しいウエハラサイク

ルの実証的研究を成功させることにより、海

洋温度差発電の実用化の推進、及びセンター

の知的資産の高度化を図っていく。 

(3)アンモニア/水を用いた伝熱及び物理現象

の解明により、オゾン層破壊や地球温暖化に

寄与できる媒体の工学的付加価値を高める。 

(4)海洋エネルギーの利用における海洋環境へ

の影響をリモートセンシングや熱流体現象解

析によって解明することにより、海洋エネル

ギー利用において懸念されている諸問題を解

決する。 

(5)海洋エネルギーの利用における社会整備及

び法整備は他の先進国と比べて極めて遅れて

いる。これらを工学と法学、社会学が有機的

に連携する。このことにより、海洋国として

我が国における海洋エネルギー利用技術の推

進に大きく寄与できるものと期待される。 

(6)海洋エネルギー利用において、海洋に無尽

蔵に存在するリチウムやウランのエネルギー

物質は、エネルギーを海外に依存している我

が国にとって極めて有益な技術であり、不可

欠である。提案しているリチウム回収方式の

実証および高度化によってさらなる高度利用

を推進する。 

これらの、計画を各研究者が有機的に学融合し、

確実な目的を達成することにより、我が国に留ま

らず、国際的な海洋エネルギーに関する研究拠点

の形成を推進する。 

 

８．教育実施計画 

海洋エネルギーは学際的研究分野であり、当セ

ンターを中心、大学院工学系研究科及び大学院連

合農学研究科をはじめ経済学部、文化教育学部な

ど他の部局の学生が当該分野に携わり、世界最高

水準の研究環境のなかで世界をリードする人材

育成が図られるように、教育関係の戦略的運用を

推進していく。特に、大学院工学系研究科及び大

学院連合農学研究科の修士、博士課程の学生が単

なる一専門に留まらない学融合的な教育研究環
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境の構築を図り、トップレベルの卓越した人材育

成を目指す。さらに効果的な自然科学教育を高度

化及び高ニーズ化に対応できるネット教育の構

築を目指す。 

 特に、当センターでは、国立大学で初めて一般

授業において単位が認められる「ネット授業」を、

佐賀大学各学部の協力を得て平成１４年度開講

した。授業名は「２１世紀のエネルギーと環境問

題」である。このネット授業の構築に当たっては、

当センターは文化教育学部附属教育実践総合セ

ンターと連携して、実現した。このように、工学

教育の重要性が高まり、大学における高等教育が

広く寄与するためには、実践的な教育とともに、

高度なネット授業は有効である。当センターは、

高等教育においても、単に専門的な教育に留まら

ず、一般的な教育など含めて高等教育とセンター

の成果の寄与についてどうあるべきかを、これま

で以上他の部局と連携し教育を実施していく。 

 

９．研究教育拠点形成活動実績 

①目的の達成状況 

1)世界最高水準の研究教育拠点形成計画全体
の目的達成度 

 本プロジェクトは、海洋エネルギー研究センタ

ーの知的資産であるアンモニア/水を用いた新し

い海洋温度差発電を中心に、その実用化の可能性

について研究するとともに、海洋エネルギーの複

合的高度利用技術とその利用に伴う海洋環境保

全技術に関する先導的利用科学技術の構築を行

うことが大きな目的であり、その主な目的達成と

して下記のことがあげられる。 

(1)アンモニア/水を作動流体とする新しい30
ｋW海洋温度差発電装置を用いて正味出力（発
電出力から必要な動力を引いた値）が得られ
ることを実験的に初めて明らかにし、海洋温
度差発電が実用可能なエネルギー源の一つと
しての可能性を示すことができた。その成果
は、学術論文、COE成果発表会、再生エネルギ
ー国際会議（RE2006）における５年間のCOE
成果発表会、IEA(国際エネルギー機関)のフォ
ーラムで公開された。 

(2)アンモニア/水の吸収現象を実験的に解明
し新しい知見を得た。（日本冷凍空調学会・学
術賞受賞） 
(3)海洋からのリチウム回収に関して、λ型２
酸化マンガン系吸着剤を改良し世界最高の性
能(11000倍の濃縮)を得た。実海水を用いた
150日の連続運転に初めて成功した。 

(4)海洋環境観測に関する研究拠点構築におい
て国内大学最大規模の調査項目数が可能な衛

星データ処理装置の解析システムの開発。開
発されたシステムの利用が進んでいる。 

 

本プログラムの中核技術である海洋温度差発電の

研究において、国際博覧会協会より『愛・地球賞 

Global-Eco 100』を受賞したことを始めに、関連する

学術分野においても数多くの学術賞を受賞することが

できた。2005年3月には、IEA（国際エネルギー機関）

における海洋エネルギー分野の我が国の代表機関とし

て認定され、国際的な拠点形成として進展した。 

 

2)人材育成面での成果と拠点形成への寄与 

 本プロジェクトにおいて若手人材育成を重視

し、他分野との学術交流、国際会議での発表、海

外の大学（韓国釜慶大学）との年１回の定期的な

合同セミナ等を行った。５年間で外国人8名を含

めて14名を雇用した。雇用された研究者は、大学、

研究機関及び民間等で活躍している。 

 特に、本拠点形成の点で、海外の大学との合同

セミナーが定例化され、若い研究者にとって国際

的かつ学術的に効果的な人材育成の場となって

いる。さらに、拠点形成の成果の一つとして全国

共同利用施設として機能が進展し、他大学の博士

課程の学生が、本センターの研究成果の一部で博

士号を取得した。 

 

3)研究活動面での新たな分野の創成と、学術的
知見等 

  海洋温度差発電を中心とする海洋エネルギ
ーの先導的複合利用に関する学術的研究にお
いて、下記のような主な学術的知見を得た。 

(1) 海洋温度差発電の実用化推進のために、一

層の高効率化を目的として、作動流体にアン

モニア/水の混合物質を用いた新しい海洋温

度差発電に関する研究を行い、特に、理論的

及び実験的にその高性能化のための知見を得

るとともに、その成果をもとに最適設計手法

を構築した。その結果、正味出力を得るなど

新しい海洋温度差発電システムの実用化の可

能性を示した。 

(2)アンモニア/水を用いた海洋温度差発電に

おいてアンモニア/水の吸収現象は重要であ

る。本研究では，特に、アンモニア水和化合

物の生成に伴う発生熱による温度拡散とアン

モニアの濃度拡散に注目し，その拡散特性を

明らかにすると，同時に圧力差一定の条件下

で，アンモニア水溶液の初期濃度が アンモニ
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ア蒸気の吸収量に及ぼす影響やその時の吸収

量を推定する式を提案している．  

(3)海洋エネルギー利用における海洋環境の保

全を目的として、地球観測衛星データ受信、

処理、解析システム構築、同データ提供シス

テム (SUPERIOR：持続的地球環境観測衛星リ

モートセンシング研究施設情報サイト）構築

を行った。即時性を要求する利用者に対する

受信後約1時間後に処理済みデータ提供が可

能になった。20種以上の物理量推定プロダク

ツも特徴である。海洋エネルギー抽出適地選

定のため、衛星データから推定した有義波高、

ジオイド、海上風速、海面温度をデータベー

ス化し、GIS検索が可能なシステムを構築した。 

(4) 海洋エネルギーの複合利用の重要な研究

としてリチウム回収の基礎研究と実証研究を

行った。特に、伊万里湾の実海水中からのリ

チウムの回収の実証試験を150日間行った。そ

の結果、海水中のリチウムを11,000倍に濃縮し、

かつ、816 m3の海水中の全リチウム の35 %を

回収することに成功した。これらの海水から

のリチウムの分離・回収から濃縮まで一貫し

た実証試験は世界初の試みであり、この技術

が完成すれば、海水を我が国における新規な

リチウムの供給源とすることが期待される。 

(5)海水から汲み上げたリチウムの利用技術の

分野においてリチウム電池正極材料の研究に

おける成果は， LiMnPO4が挙げられる。この

材料は，従来の材料よりも格子定数が大きく，

この為赤外吸収スペクトルにも差異が現れる。

本材料は放電容量100 mAh/gを越える画期的

な材料である。また，LiNi0.5Ti0.5O2も作動温

度を50℃とすると150 mAh/gの高容量を発現

することを見出し，実用化の見込める材料で

ある。現在は室温で100 mAh/gを越える容量を

実現した。 

(6)海洋エネルギーの複合利用を推進する際に

は、水素を仲介したエネルギー供給社会の構

築が重要である。特に、水素を効率的に貯蔵・

供給するシステムの開発が急務である．本研

究では，放射および円形フィンを用いた充填

層の伝熱促進による反応速度の促進について，

実験および数値計算による検討を行っい、次

のことを明らかにした．１）伝熱フィンを用

いた水素吸蔵時間の減少幅の上限，２）フィ

ン占有体積の増加に伴う水素充填密度の低下

と吸蔵時間の減少幅の増大を勘案したフィン

最適条件，３）最適な放射フィンと円形フィ

ン設置条件に対する容器半径15～45mmの充

填層の水素吸蔵時間は，それぞれ1/2.5，1/3

に短縮される． 

(7)水素製造および貯蔵に関して、酸化チタン

(TiO2)の光触媒効果の効果およびナノ空間へ

の水素貯蔵の可能性について検討し次のこと

が明らかとなった。１）可視光応答型

TiO2-XNXを合成したが、水分解挙動は示さな

かった。２）膨張黒鉛の水素吸蔵量は１．６

×１０－２ｗｔ%と低い値であった。３）セラ

ミックナノチューブは約2.2 MPaにおいて約

3.2 ｗｔ％の水素貯蔵を示すことがわかった。  

(8)これらの成果を有機的に利活用し海洋エネ

ルギーの複合的利用を推進するために、人材

育成及び社会学の点で次のような成果を得た。

１）IPv6を用いた遠隔操作・監視手法を海洋

温度差発電の教材に適応させる技術を構築し

た。２）海洋エネルギーを推進する点に関す

る環境改善事業において、日本の現行アセス

法より進んだアセス手続を積極的に実践する

方法と必要性を示した。 

 

4)事業推進担当者相互の有機的連携 

 グループリーダーの強力なリーダーシップの

もと事業を推進した。特に、単年度ごとに東京や

センターでCOE成果発表会を行い、事業推進担当

者相互の成果の総合的連携、有機連携を推進した。

また，本事業の推進過程において、中核である当

センターは、申請当初専任4名の組織であったが、

拠点形成のなかで10名の専任教員および9名の併

任教員と拡充された。そのなかで事業推進担当者

は、平成17年度よりセンターの併任教員として組

織化され、その有機的連携を推進している。その

成果として、平成17年度より全国共同利用施設と

して運用され、海洋エネルギーに関する全国的研究

拠点形成の構築が評価され、平成18年度の科学技術・

学術審議会学術分科会研究環境基盤部会において当セ

ンターが全国共同利用施設として適切であると認めら

れた。これは本COEプログラムが核となって、本学中期

計画に基づいて、国際的な中核的研究拠点を目指し拠

点形成を行うことができた成果と考える。そこで、平

成19年度より当センターは全国共同利用施設として正
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式に運用することになりました。 

 

5)国際競争力ある大学づくりへの貢献度 

 エネルギー問題及び環境問題が深刻化する中、

海洋エネルギーは、国際的に注目され特に欧米を

中心にその実用化が推進されている。このような

状況の中、本プロジェクトは、我が国唯一の海洋

エネルギーに関する拠点としてその関連分野の

研究と人材育成を推進し、拠点形成を行った。そ

の成果の一つとして、当初は、4名の専任教員に

よる組織であったが、本プロジェクトの拠点形成

とともに、現在では全学的な体制で10名の専任教

員と9名の併任教員との拠点に拡充された。特に、

平成18年度の科学技術・学術審議会学術分科会研究環

境基盤部会において当センターが全国共同利用施設と

して適切であると認めら、国際競争力を有し国際的な

中核拠点を目指すセンターとして、設備及び組織の点

で強化された。なお、2005年3月には、IEA（国際エネ

ルギー機関）における海洋エネルギー分野の我が国の

代表機関として認定され、国際的な拠点形成として進

展した。 

 

6)国内外に向けた情報発信 

 センターの研究成果は、年度末に成果発表会として

情報発信および情報交換の場を提供している。さらに、

2006年より、本プロジェクトの関連分野の海洋エネル

ギーに関する研究者の情報交換の機会の場の提供とセ

ンターの成果の発表の場として、「海洋エネルギーシ

ンポジウム」開催している。このことにより、センタ

ーの成果の情報発信と関連分野の拠点としての役割を

担っている。国際的には、再生エネルギー国際会議の

海洋エネルギー分野のオーガナイズを担当し、2006年

10月には、5年間の成果を発表し、評価及び意見を伺っ

た。今後は、4年に１回国際会議を開催する予定です。

2005年3月には、IEA（国際エネルギー機関）における

海洋エネルギー分野の我が国の代表機関として認定さ

れ、国際的な情報発信としてIEAの中で年２回の会合に

参加し成果を発表している。 

 

7)拠点形成費等補助金の使途について（拠点形
成のため効果的に使用されたか） 

 

補助金は、本プロジェクトに関する若手研究

の人材育成と中間評価のご指摘に基づいてプ

ロジェクトの基幹技術であるである海洋温度

差発電装置の研究経費に重点的にかつ効果的

に使用された。特に、若手研究者の人材育成で

は、国際会議等での発表の機会を与えるととも

に、海外の大学との合同セミナー等に利用され

た。海洋温度差発電の研究経費では、運転経費

に主に使用された。 

 

②今後の展望 

 本プロジェクトの事業によって、海洋エネルギ

ーの分野において、我が国唯一の研究拠点とし

て認知され、全国共同利用施設としての拠点に

まで進展した。平成19年度に「海洋基本法」が

施行されるように、海洋の利用開発に関する研

究の推進とその人材育成が社会的かつ学術的

に求められている。このような状況の中、本事

業によって拡充された当センターの設備を組

織をもとに、一層国際的な中核拠点としての役

割を担って行く予定である。特に、今後は、グ

ローバルCOEなど学内資金と外部資金を積極的

に利用して、中期計画及び中期目標を達成する

ために進展していく。 

 

③その他（世界的な研究教育拠点の形成が学内
外に与えた影響度） 

本プロジェクトが核となって進展した本関連

分野の拠点形成が、一つの成果として全国共同利

用施設として認知され運用できるようになった。

このことによって、本関連分野の研究者が、情報

交換及び情報発信できる機会を強化できる環境

が整備された。さらに、海洋エネルギーに関する

我が国唯一の研究機関として、海外に対して一つ

の拠点として対応及び認知されるようになった。 

特に、2005年3月には、IEA（国際エネルギー機関）に

おける海洋エネルギー分野の我が国の代表機関として

認定され、国際的な情報交換が進めやすくなった。 
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 ・事業推進担当者（拠点リーダーを含む）が事業実施期間中に既に発表したこの拠点形成計画に関連した主な論文等 

〔著書、公刊論文、学術雑誌、その他当該プログラムにおいて公刊したもの〕） 
・本拠点形成計画の成果で、ディスカッション・ペーパー、Ｗｅｂ等の形式で公開されているものなど速報性のあるもの 

※著者名（全員）、論文名、著書名、学会誌名、巻(号)、最初と最後の頁、発表年（西暦）の順に記入 

    波下線（   ）：拠点からコピーが提出されている論文 

下線（   ）：拠点を形成する専攻等に所属し、拠点の研究活動に参加している博士課程後期学生 
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②国際会議等の開催状況【公表】 

（事業実施期間中に開催した主な国際会議等の開催時期・場所、会議等の名称、参加人数（うち外国人参加者数）、主な招待講演者

（３名程度）） 

 

（１）2002年10月、パラオ共和国、「自然エネルギーを用いた海水淡水化に関するフォーラム」in パラオ（Forum 

on Desalination using Renewable Energy in Palou）、参加者263名（海外 約100名）、主な招待者、

Ray Cahoon（アジア開発銀行太平洋地域ミッション）、主な招待講演者：Al Binger,（西インド諸島大学）、

Toshihiko Teramoto（国際海洋科学技術協会会長）など 

 

（２）2003年3月、佐賀県佐賀市及び伊万里市、「自然エネルギーを用いた海水淡水化に関するフォー

ラム」in 佐賀（Forum on Desalination using Renewable Energy in Saga）、参加者289名(海

外 34名)、主な招待講演者：Enele S Sopoaga（島嶼国連合代表、ツバル国連大使）、Soren 

Hermansen（Energy Advisor, Samso Energy and Environment Office）、Paul L. Fairbairn(SOPAC  

South Pacific Applied Geoscience Commission)、A.E. Muthunayagam（インド カルニヤ工科

大学）など 

 

（３）2003年3月 京都、第三回世界水フォーラム（World Water Forum）にて「自然エネルギーを用

いた海水淡水化に関するフォーラム」in 京都（Forum on Desalination using Renewable Energy 

in Kyoto）、参加者 約100(海外 30名程度)、招待講演者、Enele S Sopoaga（島嶼国連合代

表、ツバル国連大使）など 

 

（４）2006年10月 千葉、再生可能エネルギー国際会議（RE2006）において海洋エネルギー部門を開催

５年間のCOE成果発表会を開催,参加者 約1000名（海外 約300名） のうち海洋エネルギーは

参加者50名（海外 10名程度）、招待講演者 Teresa Pontes（IEA国際エネルギー機関 海洋

エネルギー部門元会長） 

 

（５）2006年10月 東京、The Inter-COE symposiumを青山学院大学、東京工業大学、九州大学、京都

大学、佐賀大学のエネルギー関連のCOEプロジェクトと開催、参加者約60名、招待講演者

KenSchults(General Atomic,USA)、Gerard Doorman(Norweian Univiesrty of Sicence and 

Tecnology),Warren E.Mabee(Univeirsty of British Columbia)  
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２．教育活動実績【公表】 
博士課程等若手研究者の人材育成プログラムなど特色ある教育取組等についての、各取組の対象（選抜するものであればその方法を

含む）、実施時期、具体的内容 

海洋エネルギーは学際的研究分野であり、当センターを中心、大学院工学系研究科及び大学院連合農学

研究科をはじめ経済学部、文化教育学部など教員が当該分野に携わり、学際的な研究環境のなかで博士課

程の学生及びポストドクなどの若手研究者の人材育成を推進するため、特に、下記のようなことに重点を

置いた。 

さらに、当センターでは、国立大学で初めて一般授業において単位が認められる「ネット授業」を、平

成１４年度開講し、研究成果等が教育に反映されるようなシステム構築に努めた。このネット授業の構築

に当たっては、当センターは文化教育学部附属教育実践総合センターと連携して、実現した。このように、

工学教育の重要性が高まり、大学における高等教育が広く寄与するためには、実践的な教育とともに、高

度なネット授業は有効である。当センターは、高等教育においても、単に専門的な教育に留まらず、一般

的な教育など含めて高等教育とセンターの成果の寄与についてどうあるべきかを、他の部局と連携し教育

に反映させた。平成17年度よりセンター教員が中心となって「海洋エネルギー学」開講した。 

 

（１） 若手研究者をポストドクとして積極的に採用 

（２） 博士後期課程の学生を RA として採用 

（３） 海洋エネルギーに関する国際合同セミナーを毎年開催 

  計５回 ・佐賀大学、水産大学校、韓国釜慶大学（２回） 

（４） 若手研究者の国際会議等への参加を積極的に支援 

（５） 拠点リーダーによる定期的な総合的な研究成果報告 

（６） 若手研究者の研究活動の支援 

 

特に、特徴的な取り組みとしては、若手研究者の国際的かつ学際的な人材育成の場として、韓国の大学な

どと定期的に若手研究者中心の国際合同セミナーを開催した。 

 

  

 

 

 

 

 

            高度な研究と専門教育の充実 

 

 

 

 

 

                      研究成果の魅力ある教育への寄与 

 

                      ネット授業による工学教育の推進                

 

 

 

 

 

 

                      広く受講可能な魅力ある工学教育の構築 

 

 

 

 

 

 

 
 

工学系研究科 農学系研究科 

海洋エネルギー研究センター 

 

佐賀大学の全学教育における自然科学教育の推進 

文化教育学部附属

教育実践総合セン

ター 



機関名： 佐賀大学  拠点番号： Ｅ１６    ２１世紀ＣＯＥプログラム委員会における事後評価結果  （総括評価）  設定された目的はある程度達成された （コメント） 本拠点形成計画は、地球の約７割を占める海洋をさらに高度利用しようと試みるものであり、意欲的かつ価値あるテーマである。しかしながら、海洋温度差を利用する発電や海洋リチウムの回収など各論については、中間評価においても指摘したとおり、いずれも原理的に既知なことであるから、たとえ現在は中途半端な結果になっても、将来人類にとって必須となる技術の探索であるならば、その技術について一層積極的に取り組むべきものであったと判断する。本拠点の目的やねらいは大変立派であるから、このような取り組みがなされれば、社会に対してさらに若き学徒に対しても、説得力のあるものになったと思われる。 本プログラムにおける活動が、貴学の海洋エネルギー研究センターを全国共同利用施設にまで拡充し、その結果として人材育成に貢献できたことは評価できる。しかし、拠点形成を確固たるものにするためには、センターの目的と性格をさらに明確なものとすべく、焦点を絞った研究を続けていただきたい。また、技術的内容からみて、複数の分野の専門家が取り組まなければならない課題であるから、現在のチーム構成に物理化学・化学工学の専門家も加えての検討が必須となろう。  

 


